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（
個
人
質
問
）

市
民
ク
ラ
ブ

公
契
約
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　
　
　

市
の
指
定
管
理
者
の
雇
用
関
係
は
、

問

ほ
と
ん
ど
が
非
正
規
で
あ
り
、
結
果
と
し
て

市
民
サ
ー
ビ
ス
が
低
下
し
、
市
域
経
済
に
も

影
響
を
与
え
て
い
る
。
業
務
の
質
と
安
定
し

た
雇
用
・
労
働
条
件
確
保
の
た
め
、
公
契
約

条
例
を
早
期
に
制
定
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

答　
全
国
に
先
駆
け
て
条
例
を
制
定
し
た

野
田
市
の
例
で
は
、
事
業
規
模
が
大
き
い
ほ

ど
、
発
注
者
・
受
注
者
双
方
の
事
務
手
続
き

が
増
大
し
、
職
員
の
増
員
が
必
要
と
な
る
な

ど
の
デ
メ
リ
ッ
ト
も
あ
り
、
実
施
状
況
を
注

視
し
て
い
る
。
ま
ず
は
、
建
設
工
事
で
設
計

労
務
単
価
以
上
の
労
務
賃
金
の
支
払
い
を
条

件
と
し
た
総
合
評
価
方
式
を
施
行
す
る
た
め

の
措
置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
最
低
制
限
価

格
率
の
見
直
し
も
検
討
し
た
い
。

中
小
企
業
金
融
円
滑
化
特
別
資
金

の
貸
付
状
況
に
つ
い
て

問　
中
小
企
業
金
融
円
滑
化
特
別
資
金
預

託
金
の
平
成
21
年
度
予
算
に
対
す
る
決
算
額

で
の
執
行
率
は
わ
ず
か
43
・
7
％
で
あ
る
が
、

こ
の
状
況
に
つ
い
て
考
え
を
伺
い
た
い
。ま
た
、

平
成
22
年
度
の
執
行
状
況
を
示
さ
れ
た
い
。

答　
平
成
21
年
度
は
82
億
円
の
融
資
枠
を

用
意
し
た
が
、
20
年
度
に
県
で
約
400
億
円
の

融
資
が
行
わ
れ
た
こ
と
等
に
よ
り
執
行
残
が

生
じ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
22
年
度
は
中
小
企

業
金
融
円
滑
化
法
の
施
行
や
昨
年
か
ら
の

各
種
金
融
支
援
策
が
功
を
奏
し
て
い
る
こ

と
、
県
が
同
様
の
融
資
制
度
を
復
活
さ
せ
た

こ
と
等
に
よ
り
昨
年
同
時
期
と
比
べ
144
件
、

11
億
２
，６
０
８
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

今
後
も
金
融
機
関
や
信
用
保
証
協
会
と
協
議

連
携
し
適
切
な
運
用
に
努
め
た
い
。

11
月
定
例
会
で
は
、
11
月
29
日
か
ら
12
月
２
日
ま
で
の
４
日
間
に
わ
た
っ
て
、

個
人
質
問
（
20
人
）
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
今
回
の
質
問
で
は
議
員
ご
と
に
１
項

目
ず
つ
合
計
20
項
目
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

質

般

一

問

議 員 提 出 議 案

　11月定例会において議員提出議案の
条例１件及び意見書４件を可決し、意
見書については、関係行政庁及び国会
に提出しました。

発達障がいや、その他文字を認識することに困難のあ
る児童生徒のためのマルチメディアデイジー教科書を
教科用特定図書の対象とすることを求める意見書

取り調べの可視化（取り調べの全過程の録画）を速や
かに実現することを求める意見書

農水産物の貿易自由化に関する意見書

保育所運営費国庫負担金の補助単価の増額及び保育
単価の算定根拠の公表を求める意見書

意　
見　
書

　議会基本条例は、前文、７章・14条からなる本則、附則
で構成されており、平成23年５月２日から施行されます。
以下、条例の特徴的な事項をご紹介いたします。

○　条例の目的…市民の生活の安定及び福祉の向上並びに住
民自治の発展に寄与すること
○　議会の基本理念…二元代表制の一翼を担う機関として、
真の地方自治の実現を目指すこと
○　議会の基本方針…「長崎を最後の被爆地に」するため、
世界の恒久平和実現を目指すことなど
○　言論の府及び合議制の機関として、議員間討議を積極的
に行うこと（第２章）
○　議会と市民の双方向の関係を築くため、市民の多様な参
画機会の創出に努めること（第３章）
○　市長等との緊張関係を保持するため、市長等が議員に対
し、反問できること（第４章）
○　議会の政策立案及び政策提案を推進するため、政策討論
会を開催することや他の自治体の議会と積極的に交流及び
連携を図ること（第５章）
○　この条例の理念を議員間で共有するための研修を行うこ
とや各議員の政策立案などの能力向上のために研修の充実
強化を図ること（第６章）
○　この条例を議会の最高規範とし、市民の意見等を勘案し、
その結果に基づいて所要の措置を講ずること（第７章）

長崎市議会基本条例の特徴


